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最近、新聞を読んでいると「⼈⼯知能」や「ＡＩ」という単語を⾒ない⽇はありません。今年に⼊って
ますます⽬にするようになりました。私が通常、投資判断を⾏う場合、あまりにも頻繁に取り上げられ
ていると、そのテーマのブームは既にピークを迎えていると考え、遠ざかろうとします。ただ、本当に
⻑期にわたって取り上げられるテーマは２〜３年では終わりません。そこで⽇本経済新聞のＷｅｂサイ
トの検索機能を使って、「⼈⼯知能」という⾔葉が使われた記事の件数の変化を調べてみました。

２０１０年は、年間でわずか１９件でした。それが２０１５年に５００件と急激に増加し始め、今年は
６⽉までで既に１,５７７件と、昨年１年間を越えようとしています。特に今年1⽉から急激に伸びはじ
め、まだまだ加速しそうな勢いです。
記事の中⾝を⾒てみると、２０１１年頃の数少ない「⼈⼯知能」は、ＩＢＭのワトソンと、ａｐｐｌｅ
のｉＰｈｏｎｅに搭載されたＳｉｒｉに関するものでした。ただ意外なことに⽇本企業が⼈⼯知能に取
り組む記事が多く⾒られました。ＪＦＥの⼦会社が⾃社開発のＡＩで熱空調を効率化する、⽇本のベン
チャーが病院の省エネを⾃社ＡＩで実現する、など海外企業にも引けを取りません。
２０１２年は、Ｓｉｒｉ対グーグルなどの記事が多いのですが、⽇本企業についても画像診断など難易
度の⾼そうなＡＩの記事も多く⾒られます。
２０１３年になると⾃動運転⾞関連のＡＩ記事が⽬につくようになります。またビックデータと⼈⼯知
能を結ぶ記事も増えはじめ、ワトソンの実⽤化の記事も紙⾯をにぎわせます。
２０１４年になるとグーグルやａｐｐｌｅ、ＩＢＭ、アマゾンといった海外勢に関する記事の割合が増
え、ＩｏＴや第４次産業⾰命とＡＩを結びつける記事が⽬につくようになります。⽇本勢ではソフトバ
ンクが⽬⽴ち、ロボットのペッパーやＡＩ関連の記事が多く配信されました。
２０１５年は⽇本企業が本格的にＡＩ活⽤に取り組み始めた年です。トヨタなど⼤⼿企業もＡＩ活⽤に
取り組み、成果をあげ始めます。またＡＩのブレークスルーとしてディープラーニングが記事でも取り
上げられことが多くなりました。
２０１６年以降になると、猫も杓⼦もＡＩとなります。それまで出遅れていた⽇本の⾦融関連のＡＩ記
事が増える⼀⽅、ＩｏＴやビックデータの重要性が、ますます注⽬されます。また⽇本企業がＡＩへの
数百億円単位の投資を始めるという記事が⽬⽴ちはじめました。

このように２０１０年以降のＡＩの流れを⾒ていくと、いくつか特徴が浮き上がります。まず２０１０
年頃から⽇本企業が過去の経験を投⼊しながら、独⾃にＡＩの開発を⾏い活⽤しました。ただ２０１４
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⽇本株ファンドマネージャーの視点

※このレポートでは、⽇本株ファンドマネージャーが注⽬しているトピックなどを毎週お届けします。

『日本の“人工知能”を見極める』
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出所：⽇本経済新聞社より⼤和住銀投信投資顧問作成
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年ごろには、⾼度な開発⼒と潤沢な予算を誇るグーグルやＩＢＭ等の⽶国勢が、ＡＩのアルゴリズムな
ど開発の分野で圧倒的なプレゼンスを確⽴し、その他の会社はそれをうまく活⽤することが重要となり
ます。そして２０１５年以降⽇本勢は、多くの企業がＡＩの活⽤に積極的に取り組み始めます。

株式に⼤きく影響を与える業績寄与で考えると、ＡＩを開発し供給することで付加価値拡⼤ができる⽇
本企業は多くありません。ただＡＩを活⽤することで効率化が可能な企業はかなり多いと思われます。
⽇本企業の強みは、経営陣がＡＩ活⽤の必要性を認識すれば徹底的に模索するところです。期待される
領域は、業務効率化、マーケティング戦略、サービス品質の向上などです。そして今後期待されるのが、
⽣産性の向上です。⼯場ではビッグデータやＩｏＴなどが粛々と導⼊されてきましたが、さらにＡＩと
⼀体になることでこれまで以上に競争⼒の優劣に影響していきそうです。多くの⽇本企業がＡＩに本気
で投資を始めて、２〜３年しか経っておらず、⼈⼿不⾜や国⺠性を勘案すると、今後思いのほか利益率
とシェア拡⼤が⾒られる会社が増える可能性が⾼まっており、銘柄選択の判断材料となりそうです。
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